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⑫電子政府の実現

電子政府の実現により、国民とその生活に深いかか

わりをもつ政府との間の各種の手続が電子化されるこ

とは、真にITリテラシー38を備えた「世界最先端のIT

国家」の実現にとっても大きな意義を有するものであ

る。特に交通という視点から見ると、従来それらの諸

手続のために関係機関との間で必要とされた交通の量

を削減することとなり、社会システムの効率化に大き

く寄与するものである。したがって、交通行政の分野

においても、このような重要な意義を有する電子政府

の実現に積極的に取り組み、国民の負担軽減と行政の

効率化を図っていく必要がある。

また、免許証やパスポート、ナンバープレートのよ

うな交通において重要な機能を果たす書類等が電子化

されることにより、これらの書類等を活用した諸手続

の簡素化による国民生活の利便性の向上が期待される。

例）ICカード化されたパスポートに随時航空チケ

ットの情報を書き込むことにより、一枚のカ

ードで空港での諸手続が円滑に行えるように

なる（いわゆるSPT39）。

■国土交通省オンライン申請システム利用の流れ

■ SPT ( Simplifying Passenger Travel )

38  ITに関する知識やITを活用できる能力。
39  Simplifying Passenger Travelの略。空港旅客手続の簡素化を指す。
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冒頭で述べたように、IT革命の推進は、現下の最重

要課題であり、政府の戦略的課題である。IT自体は、

あくまでツールには違いないが、このツールは、組織

と個人の関係を変え、ビジネスモデル、商慣行、社会

の仕組みを変え、さらには自治体から国家のあり方ま

で変革する大きな可能性を秘めている。

交通の分野もその例外ではない。ITの積極的な活用

は、わが国経済社会において基幹的役割を果たしてい

る交通を、国民にとってより安全で利便性の高い新た

な次元のものへと高め、21世紀にふさわしいハイモビ

リティな社会の実現に道を開く。本研究会では、公共

交通分野を中心に、ITの持つさまざまな可能性につい

て、今後10年間を見通して多角的に検討を行い、交通

情報化の具体的な方向性及びその実現のための方策に

ついて検討を加えた。

モバイル携帯端末を活用した移動体情報通信システ

ムのめざましい進歩等、ITの進歩には目を見張るもの

がある。少し前までは、机上で考えられていたビジネ

スモデルや新しいサービスが現実のものとなってきて

いる。同時に、ITへの依存を強めることは、サイバー

テロ攻撃や個人のプライバシーの侵害など、従来は起

こり得なかった問題を惹起する可能性を持っており、

それに対する不断の配慮が必要となるということを忘

れてはならない。以上を踏まえつつ、本とりまとめに

沿った交通の改善策が一つでも多く具体化していくこ

とを強く期待する。

長らく交通政策の基本目標は、人とモノの安全、確

実、快適な移動の確保にあるとされてきた。しかし、

人々の交通への要求が一層多様化する21世紀において

は、移動制約者への移動手段の提供や電子マネー機能

搭載ICカード乗車券などに見られるように、交通も、

従来の交通の枠を越え、福祉や金融など他の分野と積

極的に連携し、融合して、多様な国民のニーズをかな

えていくことが求められるようになっている。ITは、

まさにこのような交通の新しい方向性を先導するもの

であり、その向かう先には、これまで考えてもいなか

ったような新しい世界が広がっている。その意味から

も、交通と情報通信は、今後ますます密接かつ一体的

に論じていく必要があり、そうした考え方に立って、

官民一体となった交通情報政策の展開が求められて

いる。

また、このようなITを活用した交通の改善を実現す

るためには、「e-Japan重点計画」において述べられて

いるように、民間側が主体的な役割を担っていくこと

が重要であるが、同時に、研究開発、情報形式等の標

準化、各種実証実験の実施のように、民間側のみでは、

競合の問題等から必ずしも十分な対処ができない分野

においては、行政側において、民間側と協力しつつ､

適切なリーダーシップを発揮していくことが求められ

ていることを指摘しておきたい。

5. まとめ

■ ITの活用による交通の発展




